
東京くらし方会議（第１回）

令和５年３月２８日



１．「東京くらし方会議」について

■ 持続可能な東京の実現に向けて、誰もが自らの個性を活かし力を発揮できる社会
の構築が不可欠となっている。

 一方、2022年の出生数が80万人を割るなど少子化は一段と進んでおり、これまで
東京の経済成長を支える活力となってきた人口も緩やかに減少していくことが見
込まれる。

 変化が激しく複雑化・高度化する社会情勢や人口減少社会の到来を見据え、成長
と成熟が両立した未来の東京を実現するためには、取り組むべき課題は多い。

 都では、未来の東京戦略において、「人が輝く」を中心に、東京の目指す2040年
代の姿を示している。この中には暮らしや生き方に関するビジョンも含まれてお
り、子供や教育、女性、働き方など色々な視点からアプローチしている。

 この会議では、とりわけ、都民の日々の暮らしやその基盤となる働き方に焦点を
当て、課題やその対応策などについて幅広く議論していく。
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１．「東京くらし方会議」について

氏名 現職等

笠木 映里
東京大学大学院法学政治学研究科 教授

フランス国立科学研究センター リサーチフェロー

権丈 善一 慶応義塾大学商学部 教授

小室 淑恵 株式会社ワーク・ライフバランス 代表取締役社長

斉藤 千秋 日本労働組合総連合会東京連合会 事務局長

鈴木ゆかり 株式会社資生堂 取締役常務

炭谷 茂 社会福祉法人恩賜財団済生会 理事長

辻 愛沙子 株式会社arca CEO／クリエイティブディレクター

水町勇一郎 東京大学社会科学研究所 教授

村田 弘美 リクルートワークス研究所 グローバルセンター長

森信 茂樹 東京財団政策研究所 研究主幹

委員
※五十音順、敬称略
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１-２．都が目指す「くらし方」の将来像・ビジョン

「未来の東京」戦略では、「人が輝く」を中心に、「安全安心」「世界をリードする」「美しい」「楽し
い」「オールジャパンで進む」東京をベースとして、目指す2040年代の東京の姿である「ビジョン」を提示

（資料）「未来の東京」戦略 （2021年３月）

我々が目指す2040年代の20の「ビジョン」
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２-１．東京で暮らし働く上での課題

東京の将来人口

 東京の人口は2030年頃をピークに、以降減少に転じる見込み

 生産年齢人口の減少が見込まれ、東京の経済を支える働き手の確保が課題となっている。

（資料）「未来の東京」戦略付属資料（2023年１月） （資料）東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」

東京都の人口総数における人口ピラミッド（令和4年1月1日現在）
年齢階級別人口の推移
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２-１．東京で暮らし働く上での課題

東京の世帯数・人員予測

 東京都の世帯数は2040年頃をピークに、減少に転じる見込み

 単独世帯が増加する一方、夫婦と子供から成る世帯割合の低下により、平均世帯人員は

２人を下回っている。

（資料）「未来の東京」戦略付属資料（2023年１月）

家族類型別世帯数と平均世帯人員の推移
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２-１．東京で暮らし働く上での課題

少子化の現状と要因

（資料）東京の少子化対策の現在（2023年１月）

要因

現状

都の合計特殊出生率：1.08

R4出生数：80万人切る見通し
（2022年）

・国の想定より8年早く
80万人割れの見込み

・100万人割れは僅か
6年前（2016年）

未婚化・晩婚化

2020年
28.3% 
17.8%

雇用の不安定化高い子育て費用 仕事と子育ての
両立困難

希望の子供数を
持てない理由の

１位

非正規雇用者割合
1989年 2021年
19.1% 36.7%

50歳時の未婚割合

1990年
男性 5.6% 
女性 4.3%

厚生労働省「人口動態調査」を基に作成

厚生労働省「人口動態調査」及び
東京都福祉保健局「人口動態統計」を基に作成

合計特殊出生率の推移

出生数の推移

欧米に比べて長い
労働時間

日本の出生率（1.30）は
世界最低レベルであるが、
都は全国でも最下位（2021年）

(万人)
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２-１．東京で暮らし働く上での課題

東京の就業者数予測

 東京都の昼間就業者数は、令和７(2025)年頃から減少に転じる見込み

 年齢階級別就業者数では、ボリュームゾーンが高齢層にシフトし、若い働き手

が不足していく状況が見込まれる。

（資料）東京都総務局「東京都就業者数の予測」（2020年10月）

注）平成27(2015)年値は、国勢調査結果に基づく実績値であり、労働力状態不詳分を含む。

東京都の男女別昼間就業者数の推移

注）平成27(2015)年値は、国勢調査結果に基づく実績値であり、労働力状態不詳分を含む。

東京都の年齢（５歳階級）別昼間就業者数の推移
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２-１．東京で暮らし働く上での課題

有効求人倍率の推移

 有効求人倍率はコロナ禍で落ち込んだものの、2022年にかけて改善傾向

 人手不足により、新たに働き手の確保を進める企業が増加
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２-１．東京で暮らし働く上での課題

物価と給与額

 消費者物価指数は2022年に入り急速に上昇

 現金給与総額は年平均で横ばいであったが、2022年に入り上昇傾向

 消費者物価指数の伸びと比較して、現金給与総額の伸びが鈍い。

3.7
4.0

3.9

4.3

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

（％） 消費者物価指数（都区部・全国）

全国

都区部

前年同月比

104.1 

104.2 

99

100

101

102

103

104

105

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1月

2021 22 23

年

全国

都区部

（2020年＝100）

注 生鮮食品を除く総合。2020年基準。都区部の最新値は速報値。
資料 総務省「消費者物価指数」

0.4 0.3

全国

1.4
1.9

0.8 0.9

東京

0.8 0.9

-2

-1

0

1

2

3

4

（％）
現金給与総額（東京・全国）

前年比・前年同月比

41.2 41.3 
36.0 

31.9 31.9 28.8 

0

20

40

60

80

2017 18 19 20 21年 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11月

2021 22年

（万円）
東京 全国

注 事業所規模５人以上
資料 東京都、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

年平均 月別

（資料）東京都産業労働局「月刊東京の産業・雇用就業統計（2023年2月)」

9



２-１．東京で暮らし働く上での課題

賃金指数の推移等
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２-１．東京で暮らし働く上での課題

給与額の比較（男女別・正規非正規別）

 給与金額は男女間、正規・非正規間でともに差が大きく、年齢とともにその差が拡大

 諸外国と比較しても男女間格差が大きくなっている。

（資料出所）内閣府「女性活躍・男女共同参画の現状と課題」（令和５年２月）



２-１．東京で暮らし働く上での課題

労働時間の推移等

 総実労働時間は減少傾向で推移

 事業所規模別では、規模が大きいほど労働時間が長くなっている。

（資料）東京都産業労働局「東京の産業と雇用就業2022」 12

総実労働時間の推移（東京・全国）

（資料）東京都産業労働局「グラフィック東京の産業と雇用就業2022」

就業形態別・事業所規模別１人平均月間総実労働時間（東京、2020年）
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２-１．東京で暮らし働く上での課題

正規雇用労働者と非正規雇用労働者の推移

 非正規雇用労働者の割合は、2010年頃までの急速な拡大後、緩やかに増加傾向

（2020年、2021年はコロナ禍の影響で非正規雇用者数が減少）

（資料出所）第7回全世代型社会保障構築会議資料（令和4年9月）

【33.7%】【34.4%】
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２-１．東京で暮らし働く上での課題

働き方の変化（女性）

 女性の就業率のM字カーブは解消されつつある一方、女性の正規雇用比率は

25～34歳をピークに低下（L字カーブ）している。
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２-１．東京で暮らし働く上での課題

働き方の変化（世帯）

 男性雇用者と無業の妻の世帯（いわゆるサラリーマンと専業主婦の世帯）が減少傾向に

ある一方、共働き世帯が増加傾向

（資料出所）内閣府「女性活躍・男女共同参画の現状と課題」（令和５年２月） 15



２-１．東京で暮らし働く上での課題

日本の労働時間（国際比較）

 諸外国と比較し、日本は無償労働時間の男女比が大きく、無償労働が女性に偏っている。

（資料出所）内閣府「女性活躍・男女共同参画の現状と課題」（令和５年２月） 16



２-１．東京で暮らし働く上での課題

新規就労や追加就労を希望する方の状況

 就業に関するニーズが満たされておらず、未活用労働の状態にある者の調査では、

特に女性（35～54歳）において、追加就労を希望する割合が高くなっている。
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資料 総務省「労働力調査(詳細集計)」
（資料）東京都産業労働局「東京の産業と雇用就業2022」 17



２-１．東京で暮らし働く上での課題

働き方への意識（パートタイマー）

 都内パートタイマーへの調査では、パートタイマーを選んだ理由として、「自分の都合

のよい日や時間に働きたいから」「家族・家庭の事情」などが多数

 次いで、約２割が「配偶者等の扶養の範囲内で働きたいから」と回答

 正社員への転換については、57.9%が「希望しない」と回答

（資料）東京都産業労働局「パートタイマーに関する実態調査」（令和4年3月） 18



２-１．東京で暮らし働く上での課題

 多様な働き方を促進する制度について、テレワークやフレックスタイム制度などは、

男女ともに利用率が高い。

 短時間勤務制度や残業の免除などは特に女性の利用率が高くなっている。

多様な働き方を導入している企業での利用状況

多様な働き方に関する制度の利用者の有無（東京、2021年）

（資料）東京都産業労働局「東京の産業と雇用就業2022」 19



２-２．国の制度や仕組み

いわゆる「年収の壁」

（資料出所）内閣府男女共同参画局「計画実行・監視専門調査会」資料（令和4年12月） 20



２-２．国の制度や仕組み（いわゆる「年収の壁」の状況）

パートタイマーの就業調整の状況

 都内のパートタイマーに向けた調査では、24.９％が、「年収調整のための就労時間調整を

している」と回答

 就労時間調整の際に意識しているものとして、社会保険で被扶養者からはずれる限度額

（39.6 %）、所得税の非課税限度額（24.5%)の順で多くなっている。

（資料）東京都産業労働局「パートタイマーに関する実態調査」（令和4年3月） 21



２-２．国の制度や仕組み（いわゆる「年収の壁」の状況）

（資料出所）第7回全世代型社会保障構築会議資料（令和4年9月） 22



２-２．国の制度や仕組み（いわゆる「年収の壁」の状況）

（資料出所）第7回全世代型社会保障構築会議資料（令和4年9月）
23



２-２．国の制度や仕組み（いわゆる「年収の壁」の状況）

 民間企業において、配偶者がいる従業員に対して支給される配偶者手当（家族手当、扶

養手当など）についても、税や社会保険上の基準（103万円、130万円等）を意識して

配偶者の収入による制限が設定されている場合が多い。

企業の配偶者手当の状況

（注１） 家族手当制度の有無を回答した事業所の従業員数の合計を100とした割合
（注２） ( )内は、家族手当制度がある事業所の従業員数の合計を100とした割合

（資料）人事院「令和４年職種別民間給与実態調査」を基に作成 24

家族手当制度がある 家族手当制度がない配偶者に家族手当を
支給する

配偶者に家族手当を
支給しない

75.3％ (73.3%) (26.7%) 24.7%

配偶者の収入による
制限がある

配偶者の収入による
制限がない

収入制限の額

103万円 130万円 150万円 その他

[84.1%] <46.7%> <34.3%> <7.5%> <11.5%> <15.9%>

企業の家族手当の支給状況

配偶者の収入による支給制限の状況

（注１） [ ]内は、配偶者に家族手当を支給する事業所の従業員数の合計を100とした割合
（注２） < >内は、配偶者の収入による制限がある事業所の従業員数の合計を100とした割合



３．働き方に関連する東京都の主な施策について

 働き方改革相談窓口や専門家派遣により、社内の取組をサポート

 「東京ライフ・ワーク・バランス認定企業」の認定、

「ライフ・ワーク・バランスEXPO東京」の開催

 柔軟な働き方であるテレワークの推進

働き方改革の推進

家庭と仕事の両立支援

 両立支援ポータルサイトによる情報発信

 両立を推進する企業に対し、奨励金や研修、専門家派遣により支援

 男性も含めた「育業」の促進（企業への奨励金支給や普及啓発等）

非正規雇用者の正規雇用への転換やキャリアアップへの支援

 正規雇用へ転換し定着を図った企業への助成金

 eラーニング等による資格やデジタルスキル習得、職業紹介等

 中小企業等が実施する従業員向け訓練の経費支援
25



３．働き方に関連する東京都の主な施策について

女性の再就職やキャリアップを支援

 女性しごと応援テラス（常設の相談窓口）などにおける雇用就業支援

 様々な「働く選択肢」を提示するオンラインイベントの開催、

キャリアカウンセリング等の実施

 都内各地でキャラバン型の就職相談会等の実施

 非正規で働く女性等のキャリアチェンジを促すため、

eラーニングによる能力開発や受講者同士の交流等により支援

 女性従業員のスキル習得やキャリアアップについての研修等の実施

 出産や育児等、女性の様々なニーズに応じた職業訓練を提供

（短時間やオンライン、託児サービス付きなど）

雇用関連諸制度の知識に係る普及啓発

 「年収の壁」により、就業調整しながら働く女性等に対し、企業への専門家派遣や普及

啓発セミナーにより、労働時間に対する収入等に係る理解を促し、人材が活躍する職場

づくりを後押し

【再就職への支援】

【キャリアアップや職業能力の開発を支援】
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